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１ 評価の考え方 
千歳市公立大学法人評価委員会は、地方独立行政法人法第７８条の２の規定により、

公立大学法人公立千歳科学技術大学の令和３年度の業務実績について、「公立大学法人公

立千歳科学技術大学の業務実績評価方針」及び「公立大学法人公立千歳科学技術大学の

年度評価実施要領」に基づき、以下のとおり評価を行った。 
 
（１） 基本方針 
ア 評価は、大学における教育研究の特性に配慮して行うものとする。 
イ 評価は、法人の自己点検・評価に基づいて行うことを基本とする。 
ウ 評価は、書面調査、ヒアリング及び現地視察を通じて行うものとする。 
エ 評価は、中期目標の達成に向けた中期計画又は年度計画の実施状況を確認する

観点から行うものとする。 
オ 法人運営の継続的な改善・質的向上に資する評価を行う。 

 
（２） 評価方法 
 法人より提出された、当該事業年度における業務の実績及び自己点検・評価を内

容とする業務実績報告書、ヒアリング及び現地視察により、業務の進捗状況につい

て調査・分析を行い、その結果を踏まえ、「項目別評価」及び「全体評価」により評

価を行った。 
 

ア 項目別評価  
項目別評価は次の区分により行った。 
評価 定義 判断の目安 

Ｓ 

中期計画の達成に向け特筆すべき

進捗状況である。 
小項目別評価及び指標評価がすべて

Ａ又はＢであり、かつ、業務の進捗状

況や業務実績の内容に特筆すべき進

捗や取組があると評価委員会が特に

認める場合 

Ａ 
中期計画の達成に向け順調に進捗

している。 

小項目別評価及び指標評価：すべてＡ

又はＢ  

Ｂ 
中期計画の達成に向けおおむね順

調に進捗している。 

小項目別評価及び指標評価のＡ又は

Ｂの割合：それぞれ９割以上 

Ｃ 
中期計画の達成のためには進捗が

やや遅れている。 

小項目別評価又は指標評価のＡ又は

Ｂの割合：９割未満 

Ｄ 

中期計画の達成のためには進捗が

著しく遅れており、重大な改善事

項がある。 

中期計画の達成のためには重大な改

善事項があると、評価委員会が特に認

める場合 
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イ 全体評価  

項目別評価の結果を踏まえ、当該事業年度における業務実績の全体について、

次の５段階により評価するとともに、当該事業年度における業務実績の全体につ

いて、記述式により総合的な評価を行った。 

評価 定義 

Ｓ 中期計画の達成に向け特筆すべき進捗状況である。 
Ａ 中期計画の達成に向け順調に進捗している 

Ｂ 中期計画の達成に向けおおむね順調に進捗している。 

Ｃ 中期計画の達成のためには進捗が遅れている。 

Ｄ 
中期計画の達成のためには進捗が著しく遅れており、重大な改善事項があ

る。 

 
２ 評価期間 
次の事業年度における業務の実績について、評価を行った。 
  令和３年度（令和３年４月１日から令和４年３月３１日まで） 
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３ 全体評価 

（１） 評価結果 

評価 定義 

Ｂ 中期計画の達成に向けおおむね順調に進捗している。 

 

（２） 総評 

 公立大学法人公立千歳科学技術大学（以下「法人」という。）から評価委員会に提

出された「令和３年度業務実績報告書」の確認、ヒアリング及び現地視察を行い、

当該年度における中期計画の実施状況について評価を行ったところ、評価委員会に

おいてＡ評価（中期計画の達成に向け順調に進捗している）を妥当とする項目は７

項目中６項目（約86％）、Ｃ評価（中期計画の達成のためには進捗がやや遅れている）

が１項目（約 14％）となった。これら項目別評価の結果を踏まえ、中期計画全体の

進捗状況の評価としては、Ｂ評価（中期計画の達成に向けおおむね順調に進捗して

いる。）を妥当と判断した。 

 

法人の中期目標では、基本的目標のひとつを「人材育成」とし、「情報技術を共通

のリテラシーとして具備する将来を担う優れた技術者を育成する」としている。 

  法人の特徴的な取組について、令和３年度の入学生から専門分野に限らない数理

情報スキルの活用力向上に向けたカリキュラムを適用し、国からは「数理・データ

サイエンス・ＡＩ教育プログラム（リテラシーレベル）」の認定を受けており、学生

の幅広い理工系スキルの習得への積極的な取組として（番号６）評価できる。 

  また、学生が獲得したコンピテンシーを分析し可視化する e ポートフォリオ（学

習カルテシステム）の導入（番号８、９）や、プレゼンテーションなどを通じて表

現力の養成を図る教科「言語リテラシー」の開講（番号 11）などは、学生の社会人

基礎力向上に向けた取組として評価できる。 

  さらに、令和３年度に新たにフィリピン大学と連携協定を行った結果提携大学が

４機関となった（指標㉑）こと、海外の３大学について提携に向けた調査を行った

ことなどは（指標㉒）、交流実績拡大や教育研究力の向上に寄与する取組として評価

できる。 

法人は、上記の内容をはじめとする教育研究力の向上に向けた取組を着実に実施

し、目標のひとつである「人材育成」の達成に向け堅実に進捗したものと評価する。 

 

  中期目標では、もうひとつの目標を「地域貢献」とし、「知の拠点として、科技大

で学ぶ若者の「知力、体力、発信力」がまちづくりの活力となるよう、地域貢献活

動を展開する」としている。 
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  地域連携センターにおいては、地域課題の解決に向けた相談件数が令和２年度に

続いて新型コロナウイルス感染症の影響による活動の制約があった中、前年度以上

の実績を確保し（番号 40、指標⑬）ており、地域が抱える問題を大学の知見を活用

して解決する取組が進められたことは評価できる。 

このほか、情報発信の積極的な実施（指標⑭）、オープンサイエンスパークをはじ

めとする地域課題の解決に向けたイベントや研究活動（指標⑮）が多彩に行われて

おり、知の拠点として地域の活性化に寄与したものと評価できる。 

  また、令和３年度は新型コロナウイルス感染症の影響により活動環境に制約があ

った中、地域連携や産業振興に資する活動が積極的に行われた結果、多くの指標が

Ａ評価となり（指標⑪～⑳の 10 指標のうち９指標がＡ）、目標のひとつである「地

域貢献」の達成に向け堅実に進捗したものと評価する。 

 

 業務運営面では、入学定員充足率及び収容定員充足率は、学部、大学院のいずれ

も 100％を上回っており（指標①）、安定的な収入の確保を通して教育力の向上に寄

与しているものと評価できる。 

また、知識・技術の習得に向けた各種ＦＤ・ＳＤ研修会がオンライン形式で開催

され、積極的な参加が見られたこと（番号 70、指標㉖、番号 88、指標㉝～㊱）は、

教職員の能力及び資質の向上や組織の活性化に効果を発揮したものと評価できる。 

  このほか、業務の点検及び見直しを行ったうえ各種経費節減策を実施（番号 79～

83）したこと、また、科学研究費助成事業申請率の改善に取り組んだ結果、申請率

が令和２年度の 65.5％から 76.5％（番号 75、指標 27）に上昇したことなど組織全

体としての取組がみられ、安定した大学の財務運営に貢献したものと評価できる。 

   

  法人では、教育研究力の充実に向けた活動、地域の課題解決などの（番号 40、指

標⑬ほか）地域貢献活動、学生のまちなかでの活動などが多彩に実践されているこ

とから、各種媒体を活用してさらに積極的な情報発信に努め、市民がより身近に感

じることができる大学となることを期待する。 

 

  国の「教育未来創造会議」は、本年５月に大学設置規制の緩和、文理横断の観点

から入試出題科目の見直しを含む大学と社会の在り方に関する提言を行うなど、今

後、大学を取り巻く環境は大きく変化してくことが想定される。 

法人においては、社会情勢の変化に対応しつつ、次代の日本を担う自立心と人間

力に満ちた社会人を育成し、また、知の拠点として地域と共生し、産業経済の発展

に寄与するという法人の目標に沿い、教育研究、地域貢献、安定的な運営を推進し

ていくことを期待して、全体評価の総括とする。 
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項目別評価結果 
評価 

 
項目名 

Ｓ 
特筆すべき
進捗状況 

Ａ 
順調 

Ｂ 
おおむね 
順調 

Ｃ 
やや 

遅れている 

Ｄ 
重大な改善
事項あり 

教育研究等の質の向上  ○    

地域社会等との連携・協力  ○    

国際交流  ○    

業務運営の改善及び効率化  ○    

財務内容の改善    ○  

自己点検、評価及び情報公開  ○    

その他業務運営  ○    

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
  



6 
 

４ 項目別評価 
「２ 教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置」 

 
■評価結果 

評価 定義 
【判断の目安】 

Ａ 
中期計画の達成に向け順調に進捗している。 
【小項目別評価及び指標評価：すべてＡ又はＢ】 

  
■小項目別評価結果 

  （単位：件（割合）） 

評価 Ａ 
上回る 

Ｂ 
計画どおり 

Ｃ 
やや遅れ/不十分 

Ｄ 
下回る/未実施 

項目 小項目 指標 小項目 指標 小項目 指標 小項目 指標 

評価結果         

※参考 

法人評価 
9(24%) 3(30%) 29(76%) 7(70%) 0 0 0 0 

※割合は小項目と指標それぞれで算出 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■評価理由 
法人の自己評価のとおり、小項目のうち９項目及び指標のうち３項目についてはＡ

評価（年度計画を上回って実施している）、また、小項目のうち 29 項目及び指標のう

ち７項目についてはＢ評価（年度計画を計画どおりに実施している）を妥当とし、中

期計画の達成に向け順調に進捗していると認められる。 

 

A 上回る
3件
30%

B 計画どおり
7件
70%

指標

A 上回る
9件
24%

B 計画どおり
29件
76%

小項目
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■特記すべき事項 

・入学定員の確保について、大学院の収容定員充足率が令和２年度の 93.9％から

122.4％と上昇し、これにより入学定員充足率及び収容定員充足率が中期計画の目標

である100％を上回ったことは、評価できる（指標①）。 

・新たなカリキュラムの適用について、文部科学省の「数理・データサイエンス・Ａ

Ｉ教育プログラム（リテラシーレベル）」の認定を受け、数理情報系スキルの向上に

向けた授業展開を開始したことは評価できる（番号6）。 

・自己評価や他者評価から、獲得したコンピテンシー（知識・技術・能力等を活用す

るまたは活用できる能力（資質、行動特性））を把握できる「e-ポートフォリオ」を

授業に活用し、学修成果の可視化を進めたことは評価できる（番号9）。 

・共同研究や受託研究について、新型コロナウイルス感染症の影響で活動に制限があ

った中、前年度と同数の研究実績となったことは、評価できる（令和２年度、令和

３年度 各実績20件）（指標⑧）。 

・同窓会の活性化について、大学ホームページのアンケートフォームによる要望の把

握のほか、学報郵送時の市の近況をまとめた資料の同封、関東地区に勤務する新卒

の卒業生を集めた懇親会の開催などの活動は、学生の交流推進に向けた積極的な取

組として評価できる（番号36、37）。 

 

■今後期待される事項 

・科研費などの外部資金獲得は、研究活動の活性化に大きく寄与するため、今後とも、

メールやポータルサイトへの掲示などの情報提供に加え、より獲得意欲が向上する

施策の検討など積極的な取組を期待する（番号24、指標⑧）。 
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「３ 地域社会等との連携・協力に関する目標を達成するための措置」 
 
■評価結果 

評価 
定義 

【判断の目安】 

Ａ 
中期計画の達成に向け順調に進捗している。 
【小項目別評価及び指標評価：すべてＡ又はＢ】 

 
■小項目別評価結果 

（単位：件（割合）） 

評価 Ａ 
上回る 

Ｂ 
計画どおり 

Ｃ 
やや遅れ/不十分 

Ｄ 
下回る/未実施 

項目 小項目 指標 小項目 指標 小項目 指標 小項目 指標 

評価結果         

※参考 

法人評価 
1(6%) 9(90%) 15(94%) 1(10%) 0 0 0 0 

※割合は小項目と指標それぞれで算出 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■評価理由 
法人の自己評価のとおり、小項目のうち１項目及び指標のうち９項目についてはＡ

評価（年度計画を上回って実施している）、また、小項目のうち 15 項目及び指標のう

ち１項目についてはＢ評価（年度計画を計画どおりに実施している）を妥当とし、中

期計画の達成に向け順調に進捗していると認められる。 

 

A 上回る
9件
90%

B 計画どおり
1件
10%

指標

A 上回る
1件
6%

B 計画どおり
15件
94%

小項目
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■特記すべき事項 

・新型コロナウイルス感染症の影響があった中、産学官コーディネーターの相談件数

が令和３年度計画の目標を上回る結果となったことは、研究シーズ集の配布により

大学の研究内容が企業等に周知されたことの表れと考えられ、評価できる（産学官

コーディネーター相談件数：目標６件、実績８件）（番号44，指標⑬）。 

・令和４年１月にオープンした「まちライブラリー＠ちとせ」を活用し、市内高等教

育機関の連携した活動の検討が進捗したことは、学生の活動の幅が広がりまちの発

展につながる取組として、評価できる（番号45、46、52-2）。 

  

■今後期待される事項 

・ＳＮＣ推進活動の一環として開催する情報交流会は、新型コロナウイルス感染症の

影響により十分な活動が難しいと考えられるが、当該感染症の推移を踏まえつつ、

さまざまな企業等との交流の場として開催されることを期待する。（指標⑫） 

・地域連携センターの地域課題の解決への活動、市内高等教育機関との連携活動など、

法人が行う地域社会との連携・協力を進める各種取組は、ＳＮＳのほか広く周知す

るためのより多彩な手法を検討及び実施することにより、市民がより身近に感じる

ことができる大学となることを期待する（指標⑭など） 
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「４ 国際交流に関する目標を達成するための措置」 
 
■評価結果 

評価 
定義 

【判断の目安】 

Ａ 
中期計画の達成に向け順調に進捗している。 
【小項目別評価及び指標評価：すべてＡ又はＢ】 

 
■小項目別評価結果 

（単位：件（割合）） 

評価 Ａ 
上回る 

Ｂ 
計画どおり 

Ｃ 
やや遅れ/不十分 

Ｄ 
下回る/未実施 

項目 小項目 指標 小項目 指標 小項目 指標 小項目 指標 

評価結果         

※参考 

法人評価 
2(50%) 2(100%) 2(50%) 0 0 0 0 0 

※割合は小項目と指標それぞれで算出 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■評価理由 

法人の自己評価のとおり、小項目のうち２項目及び指標についてはすべてＡ評価（年

度計画を上回って実施している）、また、小項目のうち２項目についてはＢ評価（年度

計画を計画どおりに実施している）を妥当とし、中期計画の達成に向け順調に進捗し

ていると認められる。 

A 上回る
2件

100%

指標

A 上回る
2件
50%

B 計画どおり
2件
50%

小項目
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■特記すべき事項 

・フィリピン大学と連携協定を締結したことは、提携大学数を５校以上とする中期計

画の達成に向け着実に進捗しているものと評価できる（番号55、指標㉒）。 

 

■今後期待される事項 

  ・学生にとって多様な文化や背景を持つ者とともに学ぶことは、新たな知的発見を通

じた知識技能の習得や人格的な成長に繋がるものであり、また、法人においても教

育研究力向上に寄与するものであることから、引き続き、学生の交流実績の拡大、

海外大学との連携強化に向け取り組むことを期待する。 
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「５ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置」 
 
■評価結果 

評価 
定義 

【判断の目安】 

Ａ 
中期計画の達成に向け順調に進捗している。 
【小項目別評価及び指標評価：すべてＡ又はＢ】 

 
■小項目別評価結果 

（単位：件（割合）） 

評価 Ａ 
上回る 

Ｂ 
計画どおり 

Ｃ 
やや遅れ/不十分 

Ｄ 
下回る/未実施 

項目 小項目 指標 小項目 指標 小項目 指標 小項目 指標 

評価結果         

※参考 

法人評価 
2(12%) 3(75%) 15(88%) 1(25%) 0 0 0 0 

※割合は小項目と指標それぞれで算出 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■評価理由 

法人の自己評価のとおり、小項目のうち２項目及び指標のうち３項目についてはＡ

評価（年度計画を上回って実施している）、また、小項目のうち 15 項目及び指標のう

ち１項目についてはＢ評価（年度計画を計画どおりに実施している）を妥当とし、中

期計画の達成に向け順調に進捗していると認められる。 

A 上回る
2件
12%

B 計画どおり
15件
88%

小項目

A 上回る
3件
75%

B 計画どお
り

1件
25%

指標
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■特記すべき事項 

  ・各種研修会のオンライン形式での開催に伴い、より多くの教職員の参加が可能とな

ったことから、参加回数が目標値を上回ったほか参加者数も増加しており、教職員

の資質の向上に寄与したものと評価できる（「ＳＤ研修：目標２回、実績８回 参加

者数192人」（指標㉔）、「学外研修：目標２回、実績７回 参加者数 60人」（指標㉕））。 
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「６ 財務内容の改善に関する目標を達成するための措置」 
 
■評価結果 

評価 
定義 

【判断の目安】 

Ｃ 
中期計画の達成のためには進捗がやや遅れている。 
【小項目別評価又は指標評価のＡ又はＢの割合：９割未満】 

 
■小項目別評価結果 

（単位：件（割合）） 

評価 Ａ 
上回る 

Ｂ 
計画どおり 

Ｃ 
やや遅れ/不十分 

Ｄ 
下回る/未実施 

項目 小項目 指標 小項目 指標 小項目 指標 小項目 指標 

評価結果         

※参考 

法人評価 
1(10%) 3(75%) 9(90%) 0 0 1(25%) 0 0 

※割合は小項目と指標それぞれで算出 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■評価理由 

小項目のうち１項目及び指標のうち３項目についてはＡ評価（年度計画を上回って

実施している）、小項目のうち９項目についてはＢ評価（年度計画を計画どおりに実施

している）、指標のうち１項目については法人ではＢ評価としているが実績が目標値を

達成していないことからＣ評価（年度計画をやや遅れて実施している/実施が不十分）、

A 上回る
1件
10%

B 計画どおり
9件
90%

小項目

A 上回
る

3件
75%

C やや遅れ/不十分
1件
25%

指標
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を妥当とし、中期計画の達成のためには進捗がやや遅れていると認められる。 

 

■特記すべき事項 

・研究活動の活発化に必要な外部資金の獲得に向け、教員へのメールでの応募申請の

勧奨や科研費学内研修会などにより、科研費の申請率が年度計画の目標値を上回っ

たほか、年々向上していることは評価できる（番号75、指標㉗）。 

・令和４年度予算編成にあたり、各事業の点検、改善、見直しを行った内容を明確に

するなど、教職員全員が法人の健全経営に向けコスト意識を持つよう取り組んだこ

とは評価できる（番号81）。 

 

■今後期待される事項 

・科学研究費助成事業は、自己収入の確保策として有効であるため、今後とも、専門

教育担当教員への積極的な申請の働きかけなどの具体的な取組により、中期計画の

目標である応募申請率100％を達成できるよう期待する（指標㉗）。 

・物品購入等の管理経費や施設設備の維持管理経費は、他大学の事例を収集して効果

的な経費節減策を検討するなど、一層の効率的かつ合理的な予算執行による財務内

容の改善を期待する（番号80～83）。 

 

 

  



16 
 

「７ 自己点検、評価及び情報公開に関する目標を達成するための措置」 
 
■評価結果 

評価 
定義 

【判断の目安】 

Ａ 
中期計画の達成に向け順調に進捗している。 
【小項目別評価及び指標評価：すべてＡ又はＢ】 

 
■小項目別評価結果 

（単位：件（割合）） 

評価 Ａ 
上回る 

Ｂ 
計画どおり 

Ｃ 
やや遅れ/不十分 

Ｄ 
下回る/未実施 

項目 小項目 指標 小項目 指標 小項目 指標 小項目 指標 

評価結果         

※参考 

法人評価 
0 2(100%) 5(100%) 0 0 0 0 0 

※割合は小項目と指標それぞれで算出 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■評価理由 

法人の自己評価のとおり、指標についてはすべてＡ評価（年度計画を上回って実施

している）、また、小項目についてはすべてＢ評価（年度計画を計画どおりに実施して

いる）を妥当とし、中期計画の達成に向け順調に進捗していると認められる。 

 

B 計画どおり
5件

100%

小項目

A 上回る
2件

100%

指標
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■特記すべき事項 

・大学ホームページ内の「ニュースお知らせ」は、事務局各課の積極的な取組により

掲載件数が中期計画の目標値を上回ったほか、増加傾向にあり、活発に情報発信を

行ったことは評価できる（ニュースお知らせ件数：中期目標年 100 件以上、令和３

年度計画100件、実績175件）（指標㉛）。 

・情報提供として行う報道機関へのプレスリリースの実績が、令和３年度は 32 件と、

令和２年度の25件から増加し、広報活動の充実が進んでいることは評価できる（指

標㉛）。 

 

■今後期待される事項 

  ・教育研究活動、地域貢献活動、学生活動、イベントなどのさまざまな情報について、

ホームページやＳＮＳに加え、広報紙や地域情報誌といった多くの市民が接する機

会がある媒体を積極的に活用するなど、周知手法の工夫を重ねることにより、法人

の各種活動の一層の認知度向上を期待する。 
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「８ その他業務運営に関する重要目標を達成するための措置」 
 
■評価結果 

評価 
定義 

【判断の目安】 

Ａ 
中期計画の達成に向け順調に進捗している。 
【小項目別評価及び指標評価：すべてＡ又はＢ】 

 
■小項目別評価結果 

（単位：件（割合）） 

評価 Ａ 
上回る 

Ｂ 
計画どおり 

Ｃ 
やや遅れ/不十分 

Ｄ 
下回る/未実施 

項目 小項目 指標 小項目 指標 小項目 指標 小項目 指標 

評価結果         

※参考 

法人評価 
1(9%) 2(29%) 10(91%) 5(71%) 0 0 0 0 

※割合は小項目と指標それぞれで算出 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
■評価理由 
法人の自己評価のとおり、小項目のうち１項目及び指標のうち２項目についてはＡ

評価（年度計画を上回って実施している）、また、小項目のうち 10 項目及び指標のう

ち５項目についてはＢ評価（年度計画を計画どおりに実施している）を妥当とし、中

期計画の達成に向け順調に進捗していると認められる。 

A 上回る
1件
9%

B 計画どおり
10件
91%

小項目

A 上回る
2件
29%

B 計画どおり
5件
71%

指標
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■特記すべき事項 
・なし 
 
■今後期待される事項 
・令和３年度は、本市を含む道央地域を中心に雪害が発生したところであり、大学運

営への影響を最小限にする防災、減災対策の整備の重要性が増していることから、

令和４年４月から施行した危機管理マニュアル（地震対応）のほか、さまざまな災

害に対応できるようマニュアル等の整備を継続して行い、一層の危機管理体制の充

実・強化を期待する。 
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５ 千歳市公立大学法人評価委員会 委員名簿 

 

氏名 役職等 

佐伯  浩 一般社団法人寒地港湾空港技術研究センター代表理事会長 

小川 恭孝 北海道大学名誉教授 

福村 景範 元株式会社ダイナックス代表取締役社長 

北村 茂樹 キリンビール株式会社北海道千歳工場長 

千葉 崇晶 公認会計士・税理士 
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公立大学法人公立千歳科学技術大学の業務実績評価方針 

 

 この評価方針は、千歳市公立大学法人評価委員会（以下「評価委員会」という。）が、

公立大学法人公立千歳科学技術大学（以下「法人」という。）の業務実績の評価を実施

するにあたっての基本方針及び評価の方法等について定めるものとする。 

 

１ 評価の目的 

  法人運営の質的向上を促進することを目的とする。 

 

２ 基本方針 

（１） 評価は、大学における教育研究の特性に配慮して行うものとする。 

（２） 評価は、法人の自己点検・評価に基づいて行うことを基本とする。 

（３） 評価は、書面調査、ヒアリング及び現地視察を通じて行うものとする。 

（４） 評価は、中期目標の達成に向けた中期計画又は年度計画の実施状況を確認す

る観点から行うものとする。 

（５） 法人運営の継続的な改善・質的向上に資する評価を行う。 

 

３ 評価方法 

（１） 評価委員会は、法人の自己点検・評価に基づき、地方独立行政法人法（平成

１５年法律第１１８号。以下「法」という。）第７８条の２第１項に規定する

次の評価を行う。 

ア 各事業年度における業務の実績に関する評価（以下「年度評価」という。） 

イ 中期目標期間４年目終了時に行う、中期目標期間終了時に見込まれる中期目

標期間における業務の実績に関する評価（以下「４年目終了時評価」という。） 

ウ 中期目標期間終了時に行う、中期目標期間における業務の実績に関する評価

（以下「６年目終了時評価」という。） 

（２） 法第７９条の規定に基づき、４年目終了時評価及び６年目終了時評価を行う

に当たっては、認証評価機関の評価を踏まえることとする。 

（３） 評価は、「項目別評価」及び「全体評価」により行う。 

ア 項目別評価 

中期目標・中期計画に定められた各項目の進捗状況又は達成状況を確認し、

評価を行う。 

イ 全体評価 

項目別評価の結果を踏まえ、法人の中期目標・中期計画の進捗状況又は達成

状況の全体について総合的に評価を行う。 

（４） 評価の透明性・正確性を確保するために、評価結果を決定する前にその結果
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を法人に示し、意見の申立ての機会を設ける。 

 

４ 法人において留意すべき事項 

 業務実績評価は、法人から提出される業務実績報告書を基に行うものであり、また、

評価結果は広く市民に公表されるものであることから、法人は業務実績報告書の作成

に当たっては、専門用語には用語説明を添えるなど、分かりやすい記述に努めるもの

とする。 
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公立大学法人公立千歳科学技術大学の年度評価実施要領 

 

 この要領は、千歳市公立大学法人評価委員会（以下「評価委員会」という。）の公立

大学法人公立千歳科学技術大学（以下「法人」という。）の各事業年度における業務実

績評価（以下「年度評価」という。）の実施に関し、「公立大学法人公立千歳科学技術大

学の業務実績評価方針」に基づき、必要な事項を定めるものとする。 

 

１ 評価方法 

 年度評価は、法人が提出する業務実績報告書を基に行うものとし、法人は、当該報

告書に自己点検・自己評価結果を記載するものとする。評価委員会は、当該報告書及

び法人への聴取、現地視察により業務実績の検証、評価を行う。 

なお、法人は業務実績報告書を提出する際、評価の参考となる資料等を必要に応じ

て添付するものとする。 

 

２ 法人による自己点検・評価  

(１) 小項目別評価  

法人は、年度計画の記載項目（小項目）及び指標ごとに、当該事業年度の業務

の実績を明らかにするとともに、以下の４段階により自己評価する。 

 

評価 定義 

Ａ 年度計画を上回って実施している 

Ｂ 年度計画を計画どおりに実施している 

Ｃ 年度計画をやや遅れて実施している/実施が不十分 

Ｄ 年度計画を大幅に下回っている/実施していない 

 

(２) 大項目別評価 

法人は、小項目別評価の結果を踏まえ、中期計画の次の事項（以下「大項目」

という。）ごとに、当該事業年度における中期計画の進捗状況について、記述式

により自己評価する。 

① 教育研究等の質の向上に関する目標を達成するための措置 

② 地域社会等との連携・協力に関する目標を達成するための措置 

③ 国際交流に関する目標を達成するための措置 

④ 業務運営の改善及び効率化に関する目標を達成するための措置 

⑤ 財務内容の改善に関する目標を達成するための措置 

⑥ 自己点検、評価及び情報公開に関する目標を達成するための措置 
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⑦ その他業務運営に関する重要目標を達成するための措置 

 

(３) 全体評価 

法人は、大項目別評価の結果を踏まえ、当該事業年度における業務実績の全体

について、記述式により総合的な自己評価を行う。 

 

３ 評価委員会による評価  

(１) 調査・分析 

評価委員会は、法人から提出された業務実績報告書その他の資料確認、及び

法人への聴取等により、法人による自己点検及び自己評価の妥当性の検証を行

い、当該事業年度における中期計画の実施状況の調査・分析を行う。 

 

(２) 項目別評価  

評価委員会は、調査・分析の結果を踏まえ、大項目ごとに中期計画の達成に

向けた業務の進捗状況を勘案し、次の５段階により評価するとともに、その評

価理由を明らかにする。 

 

評価 定義 判断の目安 

Ｓ 

中期計画の達成に向け特筆すべ

き進捗状況である。 

小項目別評価及び指標評価がすべて

Ａ又はＢであり、かつ、業務の進捗

状況や業務実績の内容に特筆すべき

進捗や取組があると評価委員会が特

に認める場合 

Ａ 

中期計画の達成に向け順調に進

捗している。 

小項目別評価及び指標評価：すべて

Ａ又はＢ  

Ｂ 

中期計画の達成に向けおおむね

順調に進捗している。 

小項目別評価及び指標評価のＡ又は

Ｂの割合：それぞれ９割以上 

Ｃ 

中期計画の達成のためには進捗

がやや遅れている。 

小項目別評価又は指標評価のＡ又は

Ｂの割合：９割未満 

Ｄ 

中期計画の達成のためには進捗

が著しく遅れており、重大な改

善事項がある。 

中期計画の達成のためには重大な改

善事項があると、評価委員会が特に

認める場合 
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  (３) 全体評価  

評価委員会は、項目別評価の結果を踏まえ、当該事業年度における業務実績

の全体について、次の５段階により評価するとともに、当該事業年度における

業務実績の全体について、記述式により総合的な評価を行う。また、必要があ

る場合は、法人に対する業務運営の改善その他の勧告事項を記載する。 

 

評価 定義 

Ｓ 中期計画の達成に向け特筆すべき進捗状況である。 

Ａ 中期計画の達成に向け順調に進捗している 

Ｂ 中期計画の達成に向けおおむね順調に進捗している。 

Ｃ 中期計画の達成のためには進捗がやや遅れている。 

Ｄ 
中期計画の達成のためには進捗が著しく遅れており、重大な改善事項

がある。 

 

 


